
 

2021年 9月 28日 

 

日本域４次元高機能気象データの整備及び利活用研究の推進を目的とした 

東京大学と気象庁の共同研究契約の締結について 

 

東京大学（先端科学技術研究センター／情報基盤センター）と気象庁は、近年の気候変動・異常

気象に対する社会のレジリエンス向上に資するため、日本域４次元高機能気象データの整備、及び

地域気象データの利活用研究の推進を目的とする共同研究を 2021 年 9 月 28 日より開始いたしま

す。 

 

近年、地球温暖化に伴う気象関連災害リスクが高まりつつあることが懸念されています。こうし

た中、将来の安全・安心な社会を実現するには、過去の日本域の気候変動や異常気象に関する地域

特性も含めた詳細な分析や、それに基づく今後の気象関連災害のリスクの増大への対策の基盤とな

る、過去から現在までの日本域における大気状態を高い時間・空間解像度で再現した地域気象デー

タを整備することが必要です。 

 

そこで本共同研究では、気象庁が保有する過去の多様な観測データと最新の数値解析予報システ

ムをもとに、東京大学情報基盤センターの最新鋭スーパーコンピュータ(Wisteria/BDEC-01)を用い

て、日本域における近年の大気状態を高い時空間解像度で再現する「日本域気象再解析データ」

を作成します。この新しいデータとその作成に伴い再処理された気象データが、近年日本各地で起

きた気候変動・異常気象の詳細な分析や、地域気候シナリオのさらなる改善にも繋がり、各地域に

おける今後の防災・減災対策の立案に役立つほか、農業や再生可能エネルギー、保険、交通・物流

の運用改善など、我が国の重要な社会課題に産学官公連携で取り組むための基盤データとして、広

く利活用されることを目指します。 

 

なお、本共同研究は、国立研究開発法人科学技術振興機構（JST）共創の場形成支援プログラム「地

域気象データと先端学術による戦略的社会共創拠点 （ClimCORE）」（プロジェクトリーダー：東京

大学先端科学技術研究センター 中村尚教授）の下で進められます。 



 

【共同研究概要】 

実施期間 2021年 9 月 28 日～2026年 3月 31 日 

研究名称 日本域４次元高機能気象データの整備及び気象データの利活用研究の推

進 

研究目的 日本域４次元高機能気象データの整備、気象データの社会各分野、各地

域での利活用の促進  

研究内容 （１） 日本域 4 次元高機能気象データ（日本域気象再解析データ）の

作成 

（２） 地域気象データの利活用と産学官公共創システムの構築 

詳細は添付説明資料を参照 

 

 

気象庁 長官 長谷川 直之 

ビジネスや研究を含めた気象業務がさらに発展していくためには、産学官が、その力を結集して連

携することが欠かせません。今回、東京大学を中心として、産学官連携の利点を活かした共同研究

が立ち上げられ、当庁もそれに貢献できることに感謝しています。この共同研究により整備される

気象データや共創の枠組みは、今後の防災・減災対策をはじめ、我が国の重要な社会課題に気象を

中心とした様々な側面から取り組むための基盤として、広く利活用されるものになると確信してい

ます。 

 

東京大学先端科学技術研究センター 副所長／教授 

地域気象データと先端学術による戦略的社会共創拠点 プロジェクトリーダー 中村 尚 

今回の共同研究においては、気象庁との緊密な連携の下、日々の天気予報で培われてきた資産や技

術、知見を活用して、地域気象に関するビッグデータを拡充させ、その利活用研究を進められるこ

とを嬉しく思います。本共同研究により、気候変動・異常気象の詳細な分析のみならず、我が国が

直面している地球温暖化対策などに関わる様々な課題解決に、産学官公の共創で取り組んで貢献で

きるよう推進してまいります。 

 



 

【問い合わせ先】  

東京大学先端科学技術研究センター 広報・情報室 村山 

 

 

気象庁 総務部企画課技術開発推進室 上出 

TEL : 03-6758-3900  内線 2231 

 

（東京大学情報基盤センターおよびスーパーコンピュータについて） 

東京大学情報基盤センター 広報担当 大林 

 

 

【添付資料】  

（１）気象庁と東京大学（先端科学技術研究センター／情報基盤センター）との共同研究について 

（２）記念写真 



気象庁と東京大学（先端科学技術研究センター／情報基盤センター）との 

共同研究について 

2021年 9月 28日 

 

気象庁 

東京大学先端科学技術研究センター 

東京大学情報基盤センター 

 

 

 

１．研究名称  

「日本域４次元高機能気象データの整備及び気象データの利活用研究の推進」  

 

２．研究の目的  

日本域４次元高機能気象データを整備するとともに、気象データの社会各分野、各地域での利活用

を促進する。  

 

３．共同研究の実施期間 

 2021年 9月 28日～2026年 3月 31日 

 

４．研究内容 

近年の気候変動、異常気象に対する社会のレジリエンスを高めるため、下記の共同研究を実施する。 

 

（１） 日本域４次元高機能気象データ（日本域気象再解析データ）の作成 

気象庁の数値予報で日々運用中の領域データ同化・予報システムに準拠したシステムを、東京大学情報

基盤センターの最新鋭のスーパーコンピュータ（Wisteria/BDEC-01）に移植し、気象庁等が保有する過去

の多様な観測データを用いて領域データ同化と予報を繰り返すことで、「日本域気象再解析」を実施する。

これにより、日本及び周辺海域における詳細な大気状態を 21 世紀初め頃にまで遡って４次元的に水平

5kmメッシュデータとして再現する。また、この「日本域気象再解析」に必要なデータの１つである解析

雨量についても過去の観測データを用いた再処理を行い、水平 1km メッシュでの解析雨量再処理プロダ

クトを作成する。 

 

（２） 地域気象データの利活用を促す産学官公の共創システム構築に向けた調査 

日本域４次元高機能気象データをはじめとする様々な地域気象データについて、社会の多様な応用分野

や各地域における幅広い利活用を推進するための産学官公連携による共創システムの構築に向けた利活

用可能性の調査を行う。 

 

 



５．期待される成果と今後の展望 

 

日本域気象再解析データおよび解析雨量再処理データを最新の技術を駆使して作成することにより、

我が国の各地域、及び周辺海域における大気状態が、観測が困難な場所や気象要素も含め、長期間

にわたって詳細に再現され、良質かつ均質な長期の気象メッシュデータが過去に遡って利用可能と

なる。社会の多様な応用分野や各地域における利用者は、このデータを用いて、海洋や陸面・水文に

ついても再解析を行うことや、さらに細かい時空間分解能のダウンスケーリングデータの作成も可

能となるほか、過去の日本の気候変動や異常気象に関する地域特性も含めた詳細な分析や、将来の

地域気候シナリオのさらなる改善にも繋げることを通じ、社会の多様な分野、各地域における今後

の気候変動・異常気象対策に活用することが期待される。 

また、長期にわたって品質の安定した過去気象データは、深層学習などの人工知能の教師・入力データと

して理想的な素材であり、これが大幅に拡充されることで、日々の天気予報や農業気象情報から将来の

予測まで、人工知能を活用した研究のブレイクスルーとなることが期待される。 

さらに、上記のデータは過去の豪雨や台風の予報実験等を実施するための基礎データとしても有用であ

り、日本の気象・海洋・水文コミュニティ全体で、防災・減災から保険、再生可能エネルギーの運用改善

など、我が国の重要な社会課題に取り組むための基盤データともなるため、その利活用を推進するため

の産学官公連携による共創システムの構築を目指す。 

なお、本共同研究で実施する日本域気象再解析や解析雨量の再処理を通じて得られた様々な知見は気象

庁の日々の業務に還元されるとともに、作成されたデータも気象庁で積極的に利活用されるよう、気象

庁と東京大学の情報共有を密にしつつ、共同研究を推進する。 

 

 

６.用語集 

 

数値予報：物理の法則に基づき、最新の観測データから将来の気温、気圧、風などの大気や海洋の状態を

数値として予測する技術。この計算には膨大な演算処理が必要なため、スーパーコンピュータが使われ

る。計算に用いられるプログラムを数値予報モデルと呼ぶ。 

 

データ同化：客観解析とも呼ぶ。観測データと数値予報モデルを用いて、気圧、気温、風などの気象要素

のもっとも確からしい値を決めること。数値予報では、データ同化の結果を最初の状態として、数値積分

を行って将来の状態を予測する。気象庁のメソデータ同化においては、もっとも進んだ手法の一つであ

る 4次元変分法が、領域モデルとしては世界に先駆けて 2002年 3月から導入されている。 

 

気象再解析：過去の観測データと最新の数値予報モデルやデータ同化手法を用いて、３次元メッシュの

箱に対して過去の気象要素についてもっとも確からしい値を決めることを繰り返して、過去の一定期間

の解析値を作成すること。数十年にわたる長期間の再解析については、長期再解析と呼ぶ。今世紀初頭以

来、気象庁では全球大気の長期再解析を推進してきており、そのデータは本プロジェクトで実施予定の

「日本域気象再解析」の東西南北の境界条件としても活用される。 



 

解析雨量：気象庁・国土交通省が保有する気象レーダーの観測データに加え、気象庁・国土交通省・地方

自治体が保有する全国の雨量計のデータを組み合わせて、1時間の降水量分布を 1km四方の細かさで解析

したもの。ただし、過去に作成された解析雨量データにおいては、1988 年 4 月から 2001 年 3 月までは

5km四方、2005年 12月まで 2.5km四方の細かさであるとともに、気象庁が保有する気象レーダー及び雨

量計のみを利用していた。メソモデルのデータ同化においては、2002 年 3 月の４次元データ同化手法の

導入とともに、解析雨量の利用が開始された。 

 

解析雨量再処理プロダクト：最新の解析技術を用いて過去の観測データを再処理することで作成される

良質かつ均質な過去の解析雨量。 

 

メソモデル：日本周辺域に対して、5km四方のメッシュで予測する数値予報モデルであり、防災気象情報、

航空気象情報等の予報に使われている。2001 年の運用開始後、解析手法とモデルにはさまざまな改善が

順次実施されており、その主なものは下図のとおりである。 

 

 

ダウンスケーリング：統計的または物理的手法を用いたデータの空間詳細化、あるいは空間方向への補

間。例えば、5km四方のメッシュデータを 1km四方のメッシュデータに細分化する手法。 

 

 

  



７．説明図 

 
図１：日本域気象再解析とは 

 

 

図２：過去の解析雨量の再処理 概要 

 



記念写真 
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